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人口
186万7,696人

 

（全国第２２位）
(平成18年10月1日現在)

県内総生産額
6,924,794百万円

 

（全国第22位）

◇人文学部・人文社会科学研究科
◇教育学部・教育学研究科
◇医学部・医学系研究科
◇工学部・工学研究科
◇生物資源学部・生物資源学研究科

学生数

 

学

 

部

 

６，２１２名
大学院

 

１，１８２名
（平成19年5月1日現在）

教員数

 

７３５名

 

（内、教授２６０名）

南部地域

過疎化が進んでいる

 
が、熊野杉などの森

 
林資源と熊野古道な

 
どの観光資源が豊富。

北部地域

大企業の大規模工場

 
が存在し、大企業向

 
けの部品製造企業が

 
集積している。

伊勢志摩地域

伊勢平野の農業、志

 
摩・熊野灘沿岸の水

 
産業は国内でも高い

 
実績を上げている。

三重大学と三重県について

三重大学の全景



三重県などの地域行政機関との関係を密にしながら、全学組織と各部局の

 産学連携担当部門が連携した肌理の細かい対応を実行する体制を構築して

 おり、その結果として「中小企業との共同研究数が国内大学ではトップクラス」

 という実績を上げている。

三重大学の産学連携の特色



大学の基本的な目標
三重から世界へ：地域に根ざし、世界に誇れる独自性豊かな教育・研究成

 果を生み出す。～

 
人と自然の調和・共生の中で

 
～

○目的（３）社会貢献
三重大学は、教育と研究を通じて地域作りや地域発展に寄与するととも

 に、地域社会との双方向の連携を推進する。

地域の中小企業の成長を支援することで地域社会
 の発展に貢献する

（三重大学の使命）

産学連携に関する基本的な考え方



産学連携を推進する体制

産学連携により研究成果
の社会還元を担当してい
る本学の現在の体制

新たに整備を進めている
本学の新たな組織

シナジー効果で本学
に特徴的な産学連携
活動の実施

野村證券・百五銀行・創業
革新プロジェクト研究室
＊平成20年７月設置

◆大学発ベンチャーの成長支援

学術情報部

社会連携チーム

≪事務組織≫

地域イノベーション学研究科
＊平成21年4月設置

◆地域圏の企業・自治体との共同研究の

実施を題材とした地域中核人材の育成

連携

知的財産統括室

企画グループ

医
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学長

副学長・研究担当理事
（学部単位の産学官連携を推進）

連携

三重大学キャンパス・
インキュベーター

社会連携推進戦略室

（全学の産学官連携を推進） （知的財産の創出・管理・運営）

（産学官連携活動の実務）

社会連携研究センター

（産学官連携戦略の策定と実行）

（大学発ベンチャーの支援）

（産学官連携を推進する全学組織）

連携

㈱三重TLO

（知的財産の活用）

（産学官連携を進めるための新たな組織）

連携を指示

三重大学リサーチセンタ
＊平成20年度から開始

◆本学に特徴的な研究領域の

更なる活性化を図ることで、地域

発イノベーションの実現を図る。



地域イノベーション学研究科の概要

三重地域圏の
産業界

・共同研究による支援
・高度人材の供給

地域イノベーション学
研究科

地方立脚型の企業が抱える
成長障害因子を取り除くこと
で、企業の新事業の開拓を実
現させ、地域発のイノベーショ
ンを誘発する。

成長障害因子
の克服

成長障害因子

研究科・専攻と学位の名称

○研究科名
大学院地域イノベーション学研究科

○専 攻 名
地域イノベーション学専攻

○学 位 名
博士前期課程

 

修士（学術）
博士後期課程

 

博士（学術）

研究科の設置目的

専任教員数

R&D教員

 

８名

PM教員

 

２名

学生定員

博士前期課程（修士課程）

 

10名

博士後期課程（博士課程）

 

５名



南部地域

過疎化が進んでいる
が、熊野杉などの森林
資源と熊野古道など
の観光資源が豊富。

北部地域

大企業の大規模工場
が存在し、大企業向け
の部品製造企業が集
積している。

伊勢志摩地域

伊勢平野の農業、志
摩・熊野灘沿岸の水
産業は国内でも高い
実績を上げている。

部品製造企業の健康・環境
産業への展開

三重県北部地域には大企業向けの
部品製造企業が集積しているが、各
企業の自立発展には大企業依存から
の脱却が必須である。

このため各企業による健康産業、環
境産業等の異業種への進出を支援す
ることで、北部地域産業の活性化に貢
献する。

農水産業・観光資源の
活性化・高度化

伊勢平野の農業、志摩・熊野灘沿岸
の水産業、熊野の林業は国内でも高
い実績を上げている。また、三重県南
部地域は伊勢神宮、熊野古道などの
観光資源が豊富である。

このため、この地域の一次産業と観
光産業の競争力をさらに高めるための
支援を行うことで、南部地域産業の活
性化に貢献する。

共
同
研
究
で
連
携

「地域イノベーション学研究科」
が取り組む研究課題

「地域発イノベーションの誘発」と「地域中核人材の育成」

担当

担当

支援

支援

地域が抱
える課題

地域が抱
える課題

地域が抱
える課題

産学連携による
課題解決

地域課題に対応した研究ユニット

地域イノベーション学研究科では、２種類の研究ユニットが、地域課題の

 解決に特化した研究と教育を実施する。



プロジェクトマネジメント

 を教育するＰＭ教員と

 研究開発を教育するＲ

 ＆Ｄ教員が、サンドイッ

 チ方式によって、企業と

 行う共同研究を題材と

 した On the Project 

Training型教育を行う

 ことで、実践的な研究

 開発能力とプロジェク

 ト・マネジメント能力を

 修得させる。

「産学連携」で即戦力人材を育成

共同研究での
教育協力

Ｒ＆Ｄ教員

基礎研究に関
する専門教育
を担当する

ＰＭ教員

研究開発プロ
ジェクト・マネ
ジメントに関
する専門教育
を担当する

三重地域圏
の企業

教育研究ユニット

兼担・兼任教員

① 企業での研究開発プロジェ
クト・マネジメントの実務経
験を有する本学教員

② 客員教授として招聘する企
業経営者

兼担教員

学際研究領域での専門性を
有する本学教員

研究マネジメントの指導

基礎研究の指導

研究開発プロジェクト・
マネジメントの養成に
関する専門講義

基礎研究能力の養成
に関する専門講義

地域イノベーション学研究科

三重県など
地方自治体

支
援

特別研究 学生

OPT型教育
企業との共同研究を題材と

した実践教育

サンドイッチ方式教育
ＰＭ教員とＲ＆Ｄ教員が協

力して指導する

共同研究での
教育協力

Ｒ＆Ｄ教員

基礎研究に関
する専門教育
を担当する

ＰＭ教員

研究開発プロ
ジェクト・マネ
ジメントに関
する専門教育
を担当する

三重地域圏
の企業

教育研究ユニット

兼担・兼任教員

① 企業での研究開発プロジェ
クト・マネジメントの実務経
験を有する本学教員

② 客員教授として招聘する企
業経営者

兼担教員

学際研究領域での専門性を
有する本学教員

研究マネジメントの指導

基礎研究の指導

研究開発プロジェクト・
マネジメントの養成に
関する専門講義

基礎研究能力の養成
に関する専門講義

地域イノベーション学研究科

三重県など
地方自治体

支
援

特別研究 学生

OPT型教育
企業との共同研究を題材と

した実践教育

サンドイッチ方式教育
ＰＭ教員とＲ＆Ｄ教員が協

力して指導する

地域産業界の重

 
鎮が客員教授とし

 
て教育に参加



地域の中小企業の成長を支援することで

 地域社会の発展に貢献する

本学使命の実行

本学における産学連携の認識

○知的財産の創出・活用の体制整備

 

（完了）

↓

 

平成19年度から

○産学官連携による社会貢献で結果を出す
（次のステージに入った）

持続可能な産学連携の実現のために

「産学官連携による社会貢献で結果を出す」ことで地

 
域に必要な活動として自立運営を実現する。

①三重地域活性化プロジェクトの実施
地域圏産業の発展に実効性がある「三重地域活性化プロジェク

 
ト」を設置し、その中の具体的な取り組みとして「産学官連携事

 
業」を策定し、実行する「仕組み」を定着させる。

②地域振興プロデューサーの育成
「産学官連携事業」の実施を通したOJT教育によって「三重地域

 
活性化プロジェクト」を企画・推進する人材（地域振興プロデュー

 
サー）を育成し、定着させる。

↓

 

平成20年度から

地域産業
の発展

三重大学

地域
産業界

戦略

実効性のある「三重地域
活性化プロジェクト」を設
定し、その中で具体的な
「産学官連携事業」を策
定・実行する「仕組み」を
構築し、定着させる

地域振興プロデューサーの育成

平成21年度設置の新研究科
（地域イノベーション学研究科）

知財
新技術

高度人材

平成20年からの産学連携戦略



県内特性に合わせて設定する地域活性化プロジェクトを推進することで

 産学官連携で結果を出す仕組みを定着させる。

産学連携戦略の具体策

南部地域

過疎化が進んでいるが、

 
熊野杉などの森林資

 
源と熊野古道などの観

 
光資源が豊富。

伊勢志摩地域

伊勢平野の農業、志

 
摩・熊野灘沿岸の水産

 
業は国内でも高い実

 
績を上げている。

健康・福祉産業活性化プロジェクト

北部地域は大企業向けの部品製造企業が集積

 
しているが、各企業の自立発展には大企業依存

 
からの脱却が必須である。このため各企業の医

 
療産業等への進出を支援する産学官連携事業を

 
実行する「仕組み」を構築し、定着させる。

森林・里山活性化プロジェクト

南部地域は高齢化と過疎化が進んでいるが、熊野杉などの森林資源、熊野古道など観

 
光資源が豊富である。このため観光産業・林業の活性化を図り、地域に住民が住み続け

 
ることを可能にするための産学官連携事業を実行する「仕組み」を構築し、定着させる。

.農水産業活性化プロジェクト

伊勢平野の農業、志摩・熊野灘沿岸の水産業は国

 
内でも高い実績を上げている。この地域の農業、水

 
産業の競争力をさらに高めるための産学官連携事

 
業を実行する「仕組み」を構築し、定着させる。

三重県との連携に

 
よる実施。

地域産業
の発展

三重大学

地域
産業界

戦略

実効性のある「三重地域
活性化プロジェクト」を設
定し、その中で具体的な
「産学官連携事業」を策
定・実行する「仕組み」を
構築し、定着させる

地域振興プロデューサーの育成

平成21年度設置の新研究科
（地域イノベーション学研究科）

知財
新技術

高度人材

北部地域

大企業の大規模工場

 
が存在し、大企業向け

 
の部品製造企業が集

 
積している。



農水産業活性化プロジェクトの具体例

県内の製油企業

県南部の農家

生物資源学研究科
研究者

商品化のための新機能成

 
分を見つけたい

地域おこしとして新たに

 
生産を開始する

機能性成分の探索を担当

機能性成分の医学的

 
評価を担当

地域振興プロデューサー

候補者

「産学官連携事業」として共同

 
研究プロジェクトを立ち上げる

有効成分の発見⇒知的所有権

 
の申請・取得

製品化に向けての物性評価

 
と製造方法の開発

社会連携研究センター

製油企業が果皮油を

 
利用した機能性化粧

 
品を製品化

工学研究科

三重県公設試

知的財産統括室

三重TLO

事業マネジメントを行う

共同研究の立ち

 
上げを支援する

特許出願・取得

 
への支援を行う

開発を支援する

県産の柑橘類

 
の販路拡大

OJTで教育

三重地域活性化プロジェクトの具体例

協力を要請

県内の酒造企業

果実酒の新製品を

 
開発したい

酒造企業が果実酒の

 
新製品を販売

医学系研究科
研究者



産学連携推進のための必須事項

1.

 
「産学連携を担当する組織」を既存の教育・研究組織と実質的に対等な学内

 組織にする。（産学連携担当者は教員と対等の処遇にする必要がある）

○三重大学での取り組み

・医学部では産学連携担当者を「専任教授」として採用し、産学連携を行う研究室

 

「トランス

 レーショナル医科学」を開設した。（平成１８年）

 

＊担当者を教授として採用。

・産学連携による教育研究に特化した「地域イノベーション学研究科」を設置した。（平成２０年）

＊プロジェクト・マネジメント担当者２名を企業から教授職で招聘。

・将来的には「社会連携研究センター」と「地域イノベーション学研究科」の統合を目指している。

２．

 
大学が行う産学連携の目的を明確にし、大学構成員並びに地域社会で共有

 させる。

○三重大学での取り組み

・産学連携の目的を「地域の中小企業の成長を支援することで地域社会の発展に貢献する」と明

 確化している。

・地域産業界の重鎮が「客員教授」として大学教育・組織改革に参画している。

・地域行政機関と協働できる体制を整えている。
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